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１．はじめに  

１－１山岳トンネルおける盤ぶくれ  

建設中や供用後の山岳トンネルで問題となる

変状の１つにトンネル底盤部の隆起（盤ぶくれ）

がある。整備新幹線では、軌道の高さ変位をミ

リ単位で調整する必要があるため、可能な限り

盤ぶくれの発生を抑制しなければならない。  

この盤ぶくれが発生する原因としては、地山

の耐力不足により塑性化が進行することで生じ

る地山の押出しに起因する場合（スクイージン

グ）と、地山中に含まれる膨潤性粘土鉱物の吸

水膨張に伴う地山の押出しに起因する場合（ス

ウェリング）が想定される。これらは地山が持

つ特性により変化するため、地山の性状を把握

しておく必要がある。  

また、盤ぶくれへの対策としては、インバー

トを設置するなどの予防対策と、発生後に棒状

補強材を打設するなどの事後対策がある。この

対策については、予防対策を選択した方が事業

に与える影響は小さいことから、鉄道・運輸機

構（以下、機構）では予防対策（インバートの設

置）を基本としている。この対策においては、

各々の地山性状に適したインバートの構造を選

定する必要があるため、インバートの設置前に

地山の性状を評価する必要がある。  

１－２現況の機構の対応状況  

機構では、平成 20 年に制定した「山岳トンネ

ル設計施工標準・同解説」において、原則、イン

バートを設置することとし、更に平成 26 年には

インバートの構造を選定するためのフロー（以

下、選定フロー）を策定した（図－１）。  

この選定フローでは、地山評価指標のうち次

の４つの指標（以下、４指標）を判断指標として

いる。  

・地山強度比

・上下半施工時の内空変位量

（以下、内空変位量）

・浸水崩壊度

・スメクタイト含有量

この選定フローを用いてインバート構造を選

定することで、大部分のトンネルで盤ぶくれの

発生を防げたが、一部のトンネルでは発生し事

後対策を行った。このことは、現行の選定フロ

ーは完全なものではなく、その改良の必要性を

示唆している。  

１－３地山評価指標の測定方法の現状  

 選定フローにて用いられる４指標には、地山

強度比と内空変位量のような現場で測定（現場

試験）可能な指標と、浸水崩壊度やスメクタイ

ト含有量のような現場で測定できない（試験機

関で試験を行う）指標がある。現場で測定可能

であれば設計や施工に即時的に活用できるが、

試験機関で行うものについては、結果を得るま

でに時間がかかり設計や施工に反映できない可

能性がある。  

このうち浸水崩壊度については、岩石試料を

清水に浸して、その状態を記録するシンプルな

試験であるものの、浸水前に試料を電気炉にて

乾燥させる前処理が必要であり、この操作は現

場での実施が困難である。そこで、電気炉を用

いた方法に代わる簡易かつ実用的な前処理方法

を導入できれば、現場でより安価かつ高頻度で

試験が実施できるようになり、盤ぶくれ発生の

抑制に資することが期待できる。  

図－１  インバートの選定フロー  
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１－４本稿における研究課題  

以上を踏まえ、選定フローの改良と浸水崩壊

度に係る現場試験の導入という課題に対し、①

４指標と実績の地山性状との相関性の確認、②

浸水崩壊度試験の前処理方法の簡易化について

検討した。  

２．４指標と実績の地山性状との相関

性の確認  

２－１数量化Ⅱ類分析  

相関性の確認においては、数量化Ⅱ類分析を

用いて、４指標で実績の地山性状を分類する場

合の各指標の寄与度を推定し、その値で評価す

ることとした。  

数量化Ⅱ類分析とは、定性的なデータの相関

性を確認する分析手法であり、目的変数に区分

を設けて、説明変数をいくつかのカテゴリーに

分割し、各カテゴリーが目的変数の区分にどの

程度寄与しているか推定するものである。  

具 体 的に は、「５ 教科 のテ スト の点 数 から 理

系・文系を分類する」というような場合であれ

ば、目的変数を「理系」と「文系」に区分し、説

明変数を各教科のテストの点数とし、点数でカ

テゴリーを構成する（例えば、０～ 60 点（不可）：

カテゴリー１、60～ 70 点（可）：カテゴリー２、

70～ 80 点（良）：カテゴリー３、80～ 90 点（優）：

カテゴリー４、 90～ 100 点（秀）：カテゴリー５

など）。そして、５教科のテストの点数と理系・

文系のデータ組を用意し、データを分析するこ

とで各教科の各カテゴリーが、理系・文系の区

分けにどの程度寄与しているか推定するという

流れになる。  

２－２分析条件及び使用データ  

選定フローでは，４指標から地山性状を判断

し，それに応じた５パターン（「Ⅳ～Ⅰ N P」「Ⅰ

N A i P」「Ⅰ S i P」「Ⅰ S A i P」「特 Si P」）のインバート

を設定している．そこで本稿では「盤ぶくれの

生じやすさ」を目的変数とした上で、これを「イ

ンバートパターン」と「盤ぶくれへの事後対策

の有無」の組合せにより表現することとし、以

下の区分を設定した（表－１）。

区分１：盤ぶくれが生じやすい地山

・「Ⅰ S i P」「Ⅰ S A i P」「特 Si P」のいずれかである、

または事後対策を実施した場合。

区分２：盤ぶくれが生じにくい地山

・「Ⅳ～Ⅰ N P」または「Ⅰ N A i P」であり、かつ、

事後対策を実施していない場合。

また、４指標を説明変数とし図－２左表のよ

うにカテゴリーを設定した。このとき、選定フ

ローで設定されている分岐条件を参考にした。

なお、使用したデータは、整備新幹線８トン

ネル 10 工区の施工実績データ（計 84 組）であ

り、盤ぶくれが発生した、または発生が疑われ

たトンネルのものである。

２－３分析結果  

推定結果を図－２に示す。この寄与度は値が

大きいほど、盤ぶくれしやすい地山である（区

分１）と分類されることを表す。

ここで、各カテゴリーの寄与度に注目する。

地山強度比は、その値が小さいほど、内空変位

表－１  盤ぶくれの生じやすさの区分  

図－２  ４指標のカテゴリーとその寄与度  

表－２  各選定手法での一致率  
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量はその値が大きいほど、盤ぶくれしやすい地

山に分類される結果となった。  

浸水崩壊度は、現行の選定フローのもとでは、

盤ぶくれの生じやすさの分類に対する寄与は小

さいと推定された。  

スメクタイト含有量は、その値が小さいほど

盤ぶくれしやすい地山に分類される結果となり、

既往の知見と矛盾する結果であった。これは、

今回用いたデータには「スメクタイト含有量は

少ないが事後対策を講じた箇所」の情報が多く

含まれていることに起因し、既往の研究結果を

否定するものではないと考える。  

２－４結果の応用事例  

先述の結果より、各指標のカテゴリー寄与度

を用いた盤ぶくれの生じやすさの区分を試みた。

その手法は、①あるデータ組に対して、各指標

の値と、先述の分析で設定したカテゴリーを照

合し、各指標の値に応じたカテゴリー寄与度を

取得する。②４指標で取得したカテゴリー寄与

度を合計する。③合計したカテゴリー寄与度に

対して閾値を設定しておき、その閾値未満の場

合は「盤ぶくれが生じにくい（区分２）」、そうで

ない場合は「盤ぶくれが生じやすい（区分１）」

と判定する、という方法である（以下、新手法）。  

新手法の実効性を検討するために、盤ぶくれ

の生じやすさの区分に係る試行結果と実際の区

分を比較し、一致率を算定した。また、選定フロ

ーを用いた場合の一致率も算定し、その数値を

比較した。  

その結果、選定フローを用いた場合よりも新

手法の方が一致率は高かった（表－２）。よって、

新手法の方が適切に地山を判定することができ

ていると考えられる結果となり、したがって、

新手法を用いることでインバートパターンの選

定方法を改良できることが示された。  

３．浸水崩壊度試験の簡易化の検証  

３－１標準法と代替前処理法  

浸水崩壊度試験は、前処理した試料を清水に

24 時間浸水させ、その状態を観察する。この前

処理にて「試料を電気炉により 24 時間 60℃乾

燥させる」（以下、標準法）ため、試験に際し電

気炉が必要となる。しかし、工事現場には一般

的に電気炉がないことから、代替となる前処理

方法を確立する必要がある。そこで、以下の３

種類の簡易的な前処理方法を考案した。  

電子レンジ法：電子レンジにて試料の質量が

一定となるまで加熱乾燥。  

図－３  各前処理法の浸水崩壊度の動向  
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風  乾  法  ：試料の質量が一定となるまで

自然乾燥。  

非  乾  燥  法  ：試料を乾燥させずに浸水。  

各方法の特徴としては、電子レンジ法は標準

法よりも短時間で試料を乾燥させること、風乾

法は機器を用いずに乾燥させること、非乾燥法

は機器を必要とせずすぐに試験を実施できるこ

とが挙げられる。  

３－２対照実験と使用した試料  

 先述の３つの代替前処理法と標準法で、浸水

崩壊度に差異が生じるかを確認するために、実

際に岩石試料を用いて浸水崩壊度に係る対照実

験を行った。使用した試料は、新第三系中新統

の泥岩で事前にスレーキング試験を行い、スレ

ーキングすることが確認された岩塊より採取し

た試料（軟質な試料（４試料）と、比較的硬質な

試料（１試料））を使用した。  

 また、試験方法は各前処理を実施したのちに

標準法と同様の手順で試料を浸水させ、一定時

間経過後（浸水直後、 0.5、１、２、４，６， 24

時間後）に崩壊度を記録した。さらに、前処理

前、前処理直後、浸水後 24 時間経過時点での試

料の含水比も計測した。  

３－３試験結果  

 各前処理法の試験結果を図－３に示す。標準

法、電子レンジ法、風乾法では、軟質な試料の浸

水崩壊度が３～４に収まり大きな差異はなかっ

た。一方、非乾燥法は他の方法との乖離が大き

かった。また、各前処理法における含水比（５試

料平均）の測定結果を図－４に示す。標準法、電

子レンジ法、風乾法では、前処理後にほぼ絶乾

状態（含水比３％以下）となり、浸水後に含水比

が大幅に増加した。一方、非乾燥法では、含水比

は試験中にほぼ変化がなかった。  

３－４前処理の必要性に関する考察  

 各前処理法で得られた浸水崩壊度と含水比の

傾向を比較すると、標準法、電子レンジ法、風乾

法では、得られた浸水崩壊度は概ね同値であり、

共通点としては、試料を絶乾状態させた後、浸

水させていることであった。  

よって、標準法と同等の試験結果を得るため

には、浸水前に試料を乾燥させる必要があると

考えられ、この操作により、浸水による試料の

状態変化（細粒化、岩片化）を誘発しているもの

と考えられる。また、この操作をインバート構

築の過程に照らし合わせると、地山が掘削され

た後、外気に曝露し乾燥状態となる過程に該当

すると考えられる。なお、その後の浸水させる

過程は、インバートコンクリート構築後、地山

が地下水で飽和状態となる過程に該当すると考

えられる。  

４．今後の検討事項  

インバート構造選定フローの再検討にあたり、

数量化Ⅱ類分析を行った結果、「盤ぶくれの生じ

やすさ」の分類に対する４指標の寄与度が推定

された。この結果から現行の選定フローの改良

案として、４指標の各カテゴリーに対し、数量

化Ⅱ類分析の結果を基に点数を割付け、その合

計点数でインバートパターンを選定する「点数

制」への変更を提案する（図－５）。これにより、

盤ぶくれの生じやすさの分類に対して浸水崩壊

度の寄与が大きくなるが、導入にはスメクタイ

ト含有量の取扱いに係る検討の深度化が必要で

ある。  

また、浸水崩壊度試験については、新たに考

案した前処理法により、泥岩においては現場試

験の適用可能性が示唆されたが、砂岩（粗粒堆

積岩類）や火山砕屑岩類に対しては検証がなさ

れていないため、導入に向けてはこれらの試料

に対する検証を行う必要がある。  

図－４  各試験法における含水比の変化  

図－５  点数制による選定イメージ  
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